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週刊マーケットレター（2017 年９月 18 日週号、No.604） 

                            2017 年９月 17日 

                          曽我 純 
 
■主要マーケット指標 

北朝鮮の核開発と東電・国の原発推進 
北朝鮮は 15日にもミサイルを発射したけれども、円ドル相場は前週末よりも３円も円安

ドル高に振れた。「安全通貨」として円はもてはやされていたが、今回は「危険な通貨」に

変身したのだろうか。短期間に理由付けは目まぐるしく変わる。８月の米 CPI が前月比 0.4%

と予想を上回ったとはいえ、食品・エネルギーを除くコアは 0.2%、前年比では前月と同じ

1.7%であり、米国の物価環境は引き続き安定している。８月の米小売売上高は前月比マイ

ナス 0.2%と２ヵ月ぶりの前月比減である。ハリケーンの影響とも読み取れるが、米鉱工業

為替レート ９月 15 日（前週末） １ヵ月前 2016 年末 

  円ドル 110.84(107.83) 110.66 116.87 

 ドルユーロ 1.1941(1.2033) 1.1733 1.0513 

 ドルポンド 1.3591(1.3197) 1.2869 1.2336 

 スイスフランドル 0.9597(0.9443) 0.9725 1.0178 

短期金利（３ヵ月） 

 日本 -0.03136(-0.03207) -0.03357 -0.04657 

 米国 1.32389(1.31033)  1.31417 0.99789 

 ユーロ -0.37657(-0.37500) -0.37757 -0.33643 

 スイス -0.72600(-0.72620) -0.72540 -0.72920 

長期金利（10年債） 

 日本  0.020(-0.015) 0.045 0.040 

 米国      2.20(2.05) 2.27 2.44 

 英国      1.30(0.99) 1.08 1.23 

 ドイツ  0.43(0.31) 0.43 0.20 

株 式 

 日経平均株価 19909.50(19274.82)  19753.31 19114.37 

 TOPIX 1638.94(1593.54)   1616.21  1518.61 

 NY ダウ 22268.34(21797.79)  21998.99 19762.60 

 S&P500 2500.23(2461.43)   2464.61  2238.83 

  ナスダック 6448.46(6360.19)   6333.01  5383.11 

 FTSE100（英） 7215.47(7377.60)   7383.85     7142.83 

 DAX（独） 12518.81(12303.98)  12177.04 11481.06 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 184.05(181.17) 176.30 192.51 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 49.89(47.48) 47.55 53.72 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1325.2(1351.2) 1279.7 1151.7 
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生産指数は８月、前月比-0.9%と弱い。消費財は２ヵ月ぶりのマイナスとなり、特に、前年

比では自動車が 3.7%減と製造業の足を引っ張っている。 

ゼロ金利政策によって自動車の需要は相当先食いされており、耐久消費財の需要低迷が

米国経済拡大の最大の足枷になると睨んでいる。消費が拡大しなければ、米国経済は動き

が取れない。どこの国でも消費需要が最大の需要項目だが、米国は特に消費への依存度が

高く、いかに消費を喚起させるかに米国経済の浮沈はかかっている。だが、トランプ政権

は消費を刺激するような政策を打ち出していない。これで金利を上げることになれば、米

国経済は腰折れとなってしまう。FRBは物価安定で利上げの根拠を挙げることはできないだ

ろう。利上げ観測はいつのまにか霧散し、円高ドル安傾向は持続するのではないだろうか。 

 

北朝鮮が世界の非難・制裁にまったく耳を貸さないのと同じことが日本でもみられる。 

原子力規制委員会は 13 日、東電が柏崎刈羽原発の６、７号機を運転することは適ったこと

だと判断した。原発事故で多大な犠牲を払いながらも、国と東電は原発の再稼働に躍起な

のだ。まさに気が触れた暴挙としかたとえようがない。 

東京電力は福島第１の大惨事を起こし、いつ収束するかもわからない事故処理に関わり

ながら、まだ原発を稼働させたいのだ。しかも溶けた核燃料を取り出すという。普通、こ

れだけの大事故を起こせば、自主的に保有しているすべての原発を廃炉にすると宣言する

ことが、社会に対するせめてもの償いになるのではないか、という行動を採るはずだ。放

射能による被害は償いきれないが、２度と原発事故を起こさないためには、原発を捨てる

しかないのだ。 

原発を保有し稼働させれば永久に放射能から逃れることができず、放射能に苦しめられ

るのである。しかも 10 万年という途方もない超長期間、子々孫々に核廃物というとんでも

ないゴミを押し付けていくのである。そのようなことを平気でできる人は金正恩などの独

裁者となんら変わりない。自分がやりたいことは国民のことなど歯牙にもかけず遂行する。

これまでの東電の隠蔽、捏造、粉飾、改竄等の数々の行動からも、汚い手段を使わなけれ

ば使用できない特殊な原発の性質が浮かび上がってくる。 

10 万年も封じ込めなければいけない猛毒の発生を黙認し、猛毒の管理を民間企業に任せ

るという政策を自民党政権は続けてきた。非核３原則を謳いながら、原発という核物質を

日本の過疎地に配備してきたのだ。過疎地が原発を容認したことはまったく愚かな決定で

あった。金を掴まされながら安全神話を鵜呑みにし、原発という核地雷を容認したのであ

る。 

原発という核物質は飛んでいかず、その場でメルトダウンする厄介な爆弾だ。そして敵

の攻撃を受ければ、原発敷地内に保管されている膨大な使用済み核燃料が放射能を撒き散

らすという身の毛がよだつ惨事となる。核爆弾が飛んでこなくても、核爆弾が炸裂するよ

りももっと強烈な放射能被害を受けることになる。海外からのテロを防ぐことより、国内

にある原発がいかに危険なものであるか、こんなことはだれにでもわかることだ。 
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福島第１のメルトダウンでも風向きによっては、首都圏も住めなくなっていたかもしれ

ない。１千万人が避難しなければならない事態を想定するだけで、原発が原爆と同じ、あ

るいはそれ以上の破壊力を持っていることがわかるだろう。国が戦争で破壊しつくされて

いるシリアよりももっと惨いことが起こっていたかもしれないのだ。 

そのような自爆装置が日本には 50 個所以上ある。狭い地震国に危険極まりない原発とい

う核物質が点在しているのだ。北朝鮮を非難する前に自国の原発という核物質を撤去しな

ければならない。 

原発をすべて廃炉にしても炉そのものが高濃度放射線汚染物という核廃物にまみれてい

るため、廃炉には巨額の費用を要する。原発だけでなく核燃料を燃やしたごみの処置がま

ったくのお手上げ状態にあることも、原発が世界に受け入れられない理由である。 

北朝鮮の原爆と原発は同じものなのだ。ウランを燃料とし、燃やす速度が速いか遅いか

だけである。原発の稼働は放射能をばら撒くことであり、放射能が大量に大気に放出され

ることになれば、福島のような大惨事になってしまう。北朝鮮の核実験は非難するけれど

も東電の原発稼働は容認する。なんと矛盾した思考ではないか。 

 

東電は原発を廃炉にするなど頭の片隅にもないのだ。福島第１の事故を深刻に考えてい

ないから、平気で原発稼働に動くのだ。本来ならば、東電はとっくに破綻しているのだが、

国からの資金注入により、国家管理で経営が維持されている。そのことが自律できていな

いにもかかわらず、傲慢な態度としてしばしば表れるのである。 

すでに国からの資金援助は累計 9.5 兆円（６月 28日）に達しており、この先、資金援助

がどの程度まで膨らむかは検討がつかない。だが、東電は骨身を削るのではなく、税金か

らの援助と電気料金の値上げで費用を賄う心づもりなのだろう。 

東電の有価証券報告書によると、昨年度の従業員平均給与は 822.1 万円（44.7 歳、平均

勤続年数 23.2 年）と東証１部上場企業のなかでも上位である。2012年度には 619.6 万円ま

で引き下げられていたが、事故以前の 2010 年度の 761.3 万円を 8.0%も上回っている。 

国税庁の『民間給与実態統計調査』によると、2015 年度の 800 万円超 900 万円未満の給

与所得者は 131.4 万人、総給与所得者の 2.7%に過ぎない。900 万円超の比率は 6.1%だから、

800 万円以下の給与所得者が 91.2%を占めている。国から巨額の資金援助に頼りながら、な

ぜ高額の給与を払うことができるのだろうか。自らの力で償っていくという気概が感じら

れない。東電の体質は事故後も変わってはいないのである。 


